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1. 価値のフレームワーク：ブリヂストンの公式知財戦略 

 

株式会社ブリヂストンは、知的財産（以下、知財）を単なる法的権利の束としてではな

く、企業価値創造の根幹をなす経営資本と位置づけている。同社が統合報告書で開示す

る知財戦略は、その歴史的 DNA と将来の価値創造を結びつける、巧妙に構築された物

語（ナラティブ）に基づいている。この戦略の中心には、独自の KPI（重要業績評価指

標）である「知的財産価値創造性」が存在し、知財活動を経営の中枢に統合しようとす

る強い意志が示されている 1。 

 

1.1. 「秘伝のタレ」哲学：継続的イノベーションの物語 

 

ブリヂストンの知財戦略の根底には、その製造業としての文化に深く根差した、独自の

言語体系が存在する。これらの概念は、無形資産という捉えどころのないものを、現場

の従業員から経営層、そして投資家までが共有できる物語へと昇華させている。 

● 「秘伝のタレ知財」 
この言葉は、同社が創業以来、数十年にわたって蓄積してきた中核的かつ暗黙知的

なノウハウや技術を指す。重要なのは、これが静的な資産ではなく、「継ぎ足し、

発展させる」べき生きた専門知識の基盤として描かれている点である 1。このフレ

ーミングにより、知財は個別の特許の集合体ではなく、企業の競争力の源泉として

動的かつ進化し続ける能力そのものであると位置づけられる。これにより、過去の

遺産が未来のイノベーションの土台となるという、継続性の物語が生まれる。 
● 「知財ミックス」 

これは、特許、ノウハウ、営業秘密、さらにはビジネスモデル特許といった多様な

形態の知財を戦略的に組み合わせ、価値を増幅させる相乗効果を生み出すという考

え方である 1。単に特許の数を競うのではなく、事業モデルに合わせて最適な知財

のポートフォリオを構築するという、より全体的で戦略的なアプローチを示してい



る。これにより、モノづくりで培われた有形の強みだけでなく、ソリューション事

業のような新たな領域においても競争優位性を構築することが可能となる。 
● 「可視化」 

この戦略は、「メカニズム可視化」と「暗黙知可視化」という 2 つの可視化手法

によって支えられている 1。これは、抽象的な知財の概念と、管理可能な経営戦略

とを結びつける極めて重要なプロセスである。知財がどのようにして事業成果に貢

献するのか、その因果関係を明らかにすることで、知財投資の妥当性を高め、事業

部門との共通言語を創出する。特に、「現物現場」で暗黙知を特定・抽出しようと

する姿勢は、同社の強みが現場の「匠の技」にあるという文化を尊重しつつ、それ

を組織的な資産へと転換しようとする試みである。 

これらの概念は、単なるスローガンではない。それは、同社の強固なエンジニアリング

文化と製造現場への敬意を基盤としながら、知財という無形の資産を経営の中心に据え

るための、説得力のある社内外へのコミュニケーションツールとして機能している。 

 

1.2. 「知的財産価値創造性」：経営の中核をなす KPI 

 

ブリヂストンの知財戦略が単なる理念に留まらないことを示すのが、その中核に据えら

れた KPI「知的財産価値創造性」である。 

● 定義と計算式 
この指標は、投下資本利益率（ROIC）の考え方を取り入れたもので、以下の式で

定義される 1。 
知的財産価値創造性=知的財産投資知的財産価値 
ここで「知的財産価値」は、「知財活用による売上への貢献額」と「知財収入額」

の合計とされる。この KPI は、知財マネジメントシステム全体の有効性を測る究

極の指標として位置づけられている。 
● 実績の推移 

このスコアは、20 19 年の 5.2 から 20 23 年には 10 .9 へと、5 年間で約 2 倍に向

上している 1。この劇的な改善は、「知財投資リーン化の徹底」と、「知財ミック

ス」の質の向上および戦略的な使い回しという 2 つの主要なレバーによって達成

されたと説明されている。これは、単に投資を増やすのではなく、投資の効率性と

効果を極限まで高めることに注力していることを示唆する。 
● マネジメントシステム 

この KPI は、単なる報告用の数値ではない。それは、PDCA サイクルにおける



「結果系 KPI」として機能し、「要因系 KPI」（例えば、活用中・準備中の知財ミ

ックス数など）がその改善を駆動する構造となっている 1。20 23 年末時点で活用

中の知財ミックスが 15 ユニット、準備構築中が 26 ユニットと具体的に示されて

いることは、この指標が単なる結果ではなく、目標達成のために能動的に管理され

ているプロセスであることを物語っている。これにより、知財部門は法務・管理部

門という役割を超え、事業パフォーマンスを直接的に駆動する中核機能へと昇格し

ている。 

 

1.3. 戦略の実践：コンセプトから事業価値へ 

 

ブリヂストンの知財戦略は、具体的な事業活動と密接に連携することでその真価を発揮

する。 

● ENLITEN/BCMA におけるメカニズム可視化 
タイヤの基盤技術プラットフォーム「ENLITEN」と、モノづくり基盤技術

「BCMA」の融合は、「メカニズム可視化」の好例である。統合報告書に示された

「知財インフルエンスダイアグラム（因果関係図）」は、「秘伝のタレ知財」（ゴ

ムを極める、接地を極める等）が、いかにして「タイヤ性能円の拡大」や「モジュ

ール設計」といった中間成果に繋がり、最終的に「商品力 UP」「コスト DOWN」

という事業価値に変換されるかを明確に示している 1。この図は、研究開発部門と

事業部門の間の共通理解を促進し、知財投資の優先順位決定を円滑にする強力なツ

ールとなっている。 
● ティアフォーとの共創における価値創造 

自動運転技術のスタートアップであるティアフォーとの共創活動は、「知財ミック

ス」とオープンイノベーション戦略を具現化するものである。ブリヂストンは、活

動の初期段階から知財部門を関与させ、明確な知財契約を通じて、両社が安心して

技術やノウハウを共有できる「知財安全圏」を構築している 1。これにより、ブリ

ヂストンの持つタイヤの「リアル」な知見と、ティアフォーの持つ自動運転の「デ

ジタル」な知見が組み合わさり、単独では生み出せなかった新たな価値（例えば、

タイヤ基本性能の重要因子の発見など）の創出に繋がっている。これは、知財戦略

が内部の価値創造だけでなく、外部パートナーシップのガバナンスにおいても中心

的な役割を担っていることを示している。 

 



2. KPI の解剖学：非公開計算式の論理的推定 

 

ブリヂストンの知財戦略の核心に迫るには、その KPI「知的財産価値創造性」を構成す

る「知的財産価値」と「知的財産投資」の具体的な規模を理解することが不可欠であ

る。しかし、同社はこれらの算出ロジックを公開していない。その理由は、このロジッ

ク自体が、同社の競争戦略や価値評価モデルの核心部分を成すためであり、開示は競合

他社に戦略的な手の内を明かすことに等しいからである 1。 

本セクションでは、公開されている KPI スコアや財務データを基に、非公開となって

いるこれらの数値を論理的に推定し、その意味するところを分析する。このアプローチ

は、同社が自社の知財活動をどの程度の経済的インパクトとして捉えているのか、その

輪郭を明らかにすることを目的とする。 

 

2.1. 推定の課題とアプローチ 

 

推定の最大の課題は、算出根拠がブラックボックスであることだ。しかし、公開されて

いる KPI スコア（2023 年実績：10.9）と、財務諸表から読み取れる関連数値を組み合

わせることで、逆算による推定が可能となる 1。この方法は、ブリヂストン自身の評価

基準に最も近い数値を導き出すことを目指すものである。 

 

2.2. 分母の推定：「知的財産投資」 

 

「知的財産投資」は、知財を創出し、維持・活用するために投下された資本を指す。こ

れは単なる研究開発費にとどまらない、より広範な概念であると推定される。 

● アンカー（基盤）となる数値 
投資の中核をなす最も明確な項目は研究開発費である。ブリヂストンの 2023 年度

の研究開発費は 1,220 億円であり、これが投資額の大部分を占めることは確実であ

る 1。 
● 補完的要素 

「知的財産投資」という言葉の射程は、研究開発費よりも広い。論理的に考えれ



ば、以下の費用が含まれていると推定される 1。 
1. 特許関連費用: グローバルな特許網の出願・維持にかかる費用（印紙代、代理

人費用など）。 
2. 知財部門の人件費・活動費: 知財戦略の策定、IP ランドスケープ分析、契約、

訴訟対応などを行う専門部署の経費。 
3. ブランド維持・向上費用: 広義の知的財産にはブランドも含まれるため、広告

宣伝費のうち、ブランド価値の維持・向上に直接寄与すると判断された部分。 
● 推定値 

ブリヂストンが「知財投資リーン化の徹底」を掲げていることを踏まえると、これ

らの補完的費用は厳格に管理されているはずである。ここでは、これらの費用が研

究開発費の約 20 %に相当すると合理的に仮定する 1。 
○ 計算式: 1,220 億円×1.2=1,464 億円 
○ したがって、20 23 年度の「知的財産投資」額は、約 1,460 億円と推定する。 

 

2.3. 分子の推定：「知的財産価値」 

 

次に、KPI の分子である「知的財産価値」を推定する。ここでは、ブリヂストン自身の

評価モデル（逆算アプローチ）と、一般的な外部評価アプローチを比較することで、同

社の評価がいかに野心的であるかを浮き彫りにする。 

● 逆算アプローチ（ブリヂストン・モデル） 
これは、同社が開示している KPI スコアと、上記で推定した投資額から、同社が

内部で認識しているであろう価値総額を逆算するものである。これが、同社の経営

判断の基礎となっている数値に最も近いと考えられる。 
○ 計算式: 知的財産価値 = 推定知的財産投資 × 知的財産価値創造性スコア 
○ 2023 年度の計算: 1,460 億円×10.9=1兆 5,914 億円 
○ ブリヂストンの内部手法による推定「知的財産価値」は、約 1.6 兆円となる 

1。この価値は、主に「知財活用による売上への貢献額」で構成される 1。 
● 標準的アプローチとの比較 

この 1.6 兆円という数値の特異性を理解するために、外部アナリストが一般的に用

いる 2 つの評価手法で算出した場合の値と比較する 1。 
1. 超過収益アプローチ: 企業の知財力が業界平均を上回る超過利益として現れる

と仮定する手法。ブリヂストンの高い利益率（調整後営業利益率 11.2%）と業

界平均（仮に 7.5%と設定）の差分から計算すると、貢献額は約 1,600 億円と



なる。 
2. 仮想ロイヤルティアプローチ: 自社技術を他社にライセンスした場合に得られ

るであろう仮想的なロイヤルティ収入を貢献額と見なす手法。プレミアム製品

売上に保守的な料率（例：3%）を乗じると、貢献額は約 650 億円となる。 

この比較から導き出される結論は、極めて重要である。ブリヂストンが内部で認識して

いる知財価値（約 1.6 兆円）は、外部の標準的な手法で算定される価値（数百億～千数

百億円規模）と比較して、実に約 10 倍もの桁違いの規模である可能性が高い。 

この「10 倍の差」は、単なる計算方法の違いではない。それは、知財価値に対する根

本的な哲学の違いを反映している。外部の標準的アプローチが、知財を「取引可能な個

別の資産」として捉え、「この特許はいくらで売れるか？」という問いに答えようとす

るのに対し、ブリヂストンのモデルは、知財を「企業全体の競争優位性の源泉」として

捉え、「我々の企業価値のうち、どれだけが独自の知識や能力に由来するのか？」とい

う、より本質的な問いに答えようとしている。 

つまり、ブリヂストンが算出する 1.6 兆円という価値は、伝統的な資産価値ではなく、

同社の事業全体を支える無形の競争優位性、すなわち「秘伝のタレ」がもたらす価値を

資本化したものと言える。これには、後述する市場防衛価値、価格決定力、コスト削減

効果、そして将来の成長オプション価値までが含まれている。同社は「知的財産価値」

という言葉の定義そのものを、法務的なものから、企業価値の根幹をなす戦略的なもの

へと再定義したのである。 

評価アプローチ 算定ロジックの

概要 
主な仮定 推定知的財産価

値（20 23 年） 
示唆される知的

財産価値創造性

スコア 

超過収益アプロ

ーチ 
業界平均を上回

る超過利益を知

財の貢献と見な

す 

業界平均営業利

益率を 7.5%と設

定 

約 1,60 0 億円 約 1.1 

仮想ロイヤルテ

ィアプローチ 
仮想的な技術ラ

イセンス収入を

知財の貢献と見

なす 

プレミアム製品

売上に料率 3%
を適用 

約 650 億円 約 0 .4 



ブリヂストン・

モデル（逆算） 
公表 KPI と推定

投資額から逆算 
同社の内部評価

ロジックを反映 
約 1 兆 5,900
億円 

10.9（公表値） 

 

3. ブリヂストンの 1.6 兆円知財価値を支える 4 つの柱 

 

前章で推定した約 1.6 兆円という壮大な「知的財産価値」は、単一の要素から成るもの

ではない。それは、ブリヂストンの経営戦略と深く結びついた、多角的かつ重層的な価

値の集合体である。提供資料における詳細な分析に基づけば、この価値は、時間軸（現

在価値と将来価値）と貢献の種類（トップラインとボトムライン）によって、大きく 4
つの戦略的な柱に分解することができる 1。この 4 つの柱のバランスは、同社の知財マ

ネジメントが、いかに成熟し、企業経営全体を俯瞰したものであるかを示している。 

 

3.1. 第 1 の柱：鉄壁の守り－市場シェア防衛と競争優位の維持（推定：約 7,000 億

円、構成比：約 44%） 

 

● コンセプト 
これは、ブリヂストンの事業存続の根幹を支える「防御的価値」である。創業以来

継ぎ足されてきた「秘伝のタレ知財」に裏打ちされた技術的優位性とブランド力が

なければ、ミシュランやグッドイヤーといった競合他社にシェアを奪われ、失われ

たであろう事業規模の価値を指す 1。「もし我々の知財がなかったら、どれだけの

事業を失うか？」という問いに答えるものであり、4 つの柱の中で最も根源的かつ

巨大な価値を持つ。 
● 推定ロジック 

この価値は、以下のプロセスで推定される 1。 
1. リスク評価: 知財による優位性が失われた場合、年間売上収益（4.3 兆円）のう

ち、競争が激しい 20%（約 8,600 億円）がリスクに晒される「防衛対象売

上」と仮定する。 
2. 利益への換算: この防衛対象売上が生み出す年間利益を、同社の平均的な調整

後営業利益率（約 11%）を適用して算出する（年間約 950 億円）。 
3. 資産価値への資本化: この「毎年守られる利益」を、将来にわたって生み出さ



れる資産価値へと変換する。企業の安定性を考慮し、この利益の 7.4 年分に相

当する価値を現在価値として評価する。 
4. 計算: 950 億円×7.4=約 7,0 30 億円 

● 経営戦略との連関 
この防御的価値は、20 24 年中期事業計画（24MBP）のコア事業と位置づけられる

「プレミアムタイヤ事業」の巨大なキャッシュフロー基盤を直接的に支えている 
2。この鉄壁の守りがあるからこそ、同社は後述する価格プレミアムの追求やコス

ト削減、そして将来事業への投資といった「攻め」の戦略を実行できるのである。 

 

3.2. 第 2 の柱：収益のエンジン－ブランド力と価格決定力（推定：約 4,000 億円、構

成比：約 25%） 

 

● コンセプト 
これは、トップライン（売上）に直接貢献する「攻撃的価値」である。特に「新た

なプレミアム」と位置づけられる ENLITEN技術などを搭載した高付加価値商品

が、標準品よりも高い価格で販売できること（価格プレミアム）でもたらされる超

過収益の総額を指す 1。これは、知財インフルエンスダイアグラムで示された「商

品力 UP」の具体的な金銭的価値である 1。 
● 推定ロジック 

この価値は、以下のプロセスで推定される 1。 
1. 対象売上の特定: ENLITENなどのプレミアム技術が適用される高付加価値製品

群の売上が、全社売上の 45%を占めると仮定する（約 1.9 兆円）。 
2. 価格プレミアム率の推定: これらの製品が、知財による付加価値によって標準

品よりも平均で 3.5%高く販売できていると仮定する。 
3. 年間貢献額の算出: これにより、年間の価格プレミアムによる売上貢献額が算

出される（約 665 億円）。 
4. 資産価値への資本化: この超過収益も将来にわたって継続すると考え、6 年分

に相当する価値を適用して資産価値に変換する。 
5. 計算: 665 億円×6=約 3,990 億円 

● 経営戦略との連関 
この価値は、24MBP の最重要テーマである「新たなプレミアムの創造」と「稼ぐ

力の強化」を直接的に反映している 2。他社には真似のできない「断トツ商品」を

開発し、それによって高い収益性を確保するという、同社の王道の成長戦略そのも

のである。 



 

3.3. 第 3 の柱：効率化のドライバー－コスト削減とオペレーショナル・エクセレンス

（推定：約 3,000 億円、構成比：約 19%） 

 

● コンセプト 
これは、ボトムライン（利益）に直接貢献するもう一つの「攻撃的価値」である。

モノづくり基盤技術「BCMA」やサプライチェーン最適化に関する知財がもたら

す、製造・物流等における効率化の価値を指す 1。知財インフルエンスダイアグラ

ムにおいて「コスト DOWN」として「商品力 UP」と対をなす形で描かれており、

収益性向上の両輪の一つである 1。 
● 推定ロジック 

この価値は、以下のプロセスで推定される 1。 
1. 年間コスト削減額の推定: BCMA 導入による設計のモジュール化やフレキシブ

ル生産などが、バリューチェーン全体で年間 500 億円規模のコスト削減効果

を生み出していると仮定する。 
2. 資産価値への資本化: このコスト削減効果も永続的なものと考え、価格プレミ

アムと同様に 6 倍のマルチプルを適用して資産価値に変換する。 
3. 計算: 500 億円×6=3,000 億円 

● 経営戦略との連関 
この柱は、24MBP が掲げる「良いビジネス体質を創る」という目標に直結する 
4。グローバルでのビジネスコストダウン活動は、24MBP の目標である約 1,000
億円を 1 年前倒しで達成するペースで進んでおり 5、BCMA などの生産技術知財

がその中核を担っていることが示唆される。 

 

3.4. 第 4 の柱：未来への種まき－将来の事業機会創出（推定：約 1,900 億円、構成

比：約 12%） 

 

● コンセプト 
これは、知財が持つ「オプション価値」である。ソリューション事業やティアフォ

ーとの共創、新たなビジネスモデル特許など、現在はまだ「種まき」の段階にある

事業が、将来創出するであろうキャッシュフローの現在価値（NPV）を指す 1。 
● 推定ロジック 

この価値は、他の 3 つの確立された柱の価値を算出した後の「残余価値」として



算出されている 1。これは、これらの機会の価値が、既存事業の評価では捉えきれ

ない、不確実性の高い「成長オプション」としての性質を持つことを反映してい

る。 
○ 計算: 1 兆 5,90 0 億円（総額）−7,0 0 0 億円（シェア維持）−4,0 0 0 億円（価格

プレミアム）−3,0 0 0 億円（コスト削減）=1,90 0 億円 
● 経営戦略との連関 

この価値は、24MBP において「成長事業」と位置づけられるソリューション事業

や、「探索事業」への戦略的リソース配分と完全に一致する 2。これは、同社がタ

イヤメーカーから「サステナブルなソリューションカンパニー」へと変革を遂げる

ための、未来への投資の価値を表している。 

この 4 つの柱への価値配分は、ブリヂストンの知財戦略が、**①現在の事業基盤の防

衛（第 1 の柱）、②現在の収益力向上（第 2・第 3 の柱）、③未来の成長機会の創出

（第 4 の柱）**という、時間軸の異なる 3 つの領域で、極めてバランス良く価値を創

造していることを示している。同社が実践する「メカニズム可視化」とは、まさにこの

ような多角的な貢献を、内部データに基づき精緻に定量化する試みそのものであると言

えるだろう。 

戦略的な柱 コア・コンセプ

ト 
推定価値（20 23
年） 

構成比 主な戦略ドライ

バーと関連知財

の例 

市場シェア防衛 事業存続の根幹

を支える「防御

的価値」 

約 7,0 0 0 億円 約 44% 「秘伝のタレ知

財」、長年蓄積

された技術的優

位性、ブラン

ド・エクイティ 

ブランド力と価

格決定力 
トップラインを

押し上げる「価

格プレミアム価

値」 

約 4,0 0 0 億円 約 25% 「新たなプレミ

アム」戦略、

ENLITEN 技術搭

載の「断トツ商

品」 

コスト削減 ボトムラインを

改善する「効率

化価値」 

約 3,0 0 0 億円 約 19% モノづくり基盤

技術

「BCMA」、サ



プライチェーン

最適化（B-
Direct） 

将来の事業機会 未来の成長を創

出する「オプシ

ョン価値」 

約 1,90 0 億円 約 12% ソリューション

事業、ティアフ

ォーとの共創、

ビジネスモデル

特許 

合計  
約 1 兆 5,900
億円 

100%   

 

4. 独自の領域：国内主要企業との知財戦略比較 

 

ブリヂストンの知財戦略の先進性を評価するためには、同業他社だけでなく、日本の主

要なテクノロジー・製造企業との比較が不可欠である。その比較から浮かび上がるの

は、ブリヂストンのアプローチが、知財の価値を財務指標と深く統合し、経営管理のツ

ールとして活用する点で、独自の領域に達しているという事実である。 

 

4.1. ブリヂストンのモデル：統合的・定量的アプローチ 

 

ブリヂストンのアプローチは、「統合的・定量的モデル」と特徴づけることができる。

その最大の特長は、企業の最重要経営指標である ROIC と連動する、単一の包括的な財

務指標（知的財産価値創造性）を創出し、それを PDCA サイクルで能動的に管理して

いる点にある 1。知財活動の成果が、最終的に全社的な資本効率の向上にどう貢献する

のかを、具体的な数値で示そうとする試みであり、知財部門と CFO（最高財務責任

者）のオフィスを共通言語で結びつけている。 

 



4.2. 国内主要企業の比較アプローチ 

 

これに対し、他の日本の主要企業の知財戦略は、それぞれ高度に洗練されているもの

の、その思想や開示のスタイルはブリヂストンとは異なる側面を持つ。 

● 日立製作所：定性的・エコシステム重視モデル 
日立の知財戦略は、同社の「社会イノベーション事業」を支えるものであり、その

中核にはデジタルソリューション群「Lumada」がある 6。同社は知財を「競争」

のためだけでなく、パートナーとの「協創」や「社会貢献（IP for Society）」のた

めにも活用する、バランスの取れた方針を掲げている 6。その開示は、特定の KPI
を追求するというよりは、知財がどのようにして顧客との価値協創やビジネスエコ

システムの構築に貢献するかを、物語として定性的に説明することに重点が置かれ

ている 7。 
● パナソニックホールディングス：オープン・共創モデル 

パナソニックは近年、知財を自社の事業を守るための「参入障壁」としてだけでな

く、社外のパートナーと共に社会課題を解決するための「共創の資産」と位置づけ

る戦略へと大きく舵を切った 9。そのパーパスは「無形資産を巡らし、価値に変え

て、世界を幸せにする」というものであり、自社保有の 10 万件以上の知財を外部

に公開する「技術インデックス」などを通じて、オープンイノベーションを積極的

に推進している 10。これは知財に対する哲学の大きな進化であるが、その成果を

ブリヂストンのような単一の ROIC 連動型財務指標で開示するには至っていない。 
● ソニーグループ：ポートフォリオ収益化モデル 

ソニーの知財戦略は、ゲーム、音楽、映画、エレクトロニクス、金融といった多岐

にわたる事業が保有する、膨大かつ多様な IP ポートフォリオの価値を最大化する

ことに主眼がある 12。そのアプローチは極めて商業的であり、技術特許のライセ

ンス供与（例：ブルーレイディスク技術）や、コンテンツ IP の多角展開（例：

PlayStation のゲームの映画化）、そしてファンエンゲージメントを高めるプラッ

トフォーム構築などを通じて、直接的な収益化を目指している 14。これはクリエ

イティブ・エンタテインメント複合企業に最適化されたモデルであり、製造業を中

核とするブリヂストンのアプローチとは性格が異なる。 

これらの比較から明らかになるのは、ブリヂストンの独自性である。日立やパナソニッ

クが知財の「役割」や「哲学」を物語として語り、ソニーが IP の「直接的な収益化」

に焦点を当てるのに対し、ブリヂストンは、防御的価値から将来のオプション価値ま

で、知財がもたらすあらゆる形態の価値を一つの財務指標に統合し、それを経営管理の

根幹に据えようとしている。これは、日本の製造業において、知財管理を経営のど真ん



中に引き据えようとする、最も野心的かつ先進的な試みの一つであると評価できる。 

 

5. 結論：戦略的インプリケーションと今後の展望 

 

本分析を通じて、ブリヂストンの KPI「知的財産価値創造性」が、単なる報告指標では

なく、知財を企業価値創造のエンジンとして経営に統合するための、精巧に設計された

マネジメントシステムであることが明らかになった。同社が内部で認識する約 1.6 兆円

という知財価値は、その競争優位の源泉がほぼ完全に知識ベースの資産にあるという強

い信念の表れである。そして、その価値を支える「4 つの柱」のフレームワークは、過

去の強みを守り、現在の収益性を高め、未来の成長に投資するという、バランスの取れ

た成熟した戦略を示している。 

 

5.1. ブリヂストンの課題と機会 

 

● 高水準 KPI の維持という挑戦 
20 23 年に 10 .9 という高いスコアを達成したことは、裏を返せば、今後のさらな

る向上が困難になることを意味する。この水準を維持・向上させるためには、研究

開発部門や事業部門は、これまで以上に効率的かつインパクトの大きいイノベーシ

ョンを創出し続けるという、絶え間ないプレッシャーに晒されることになる。 
● 戦略的資源配分の羅針盤 

この評価モデルは、経営陣にとって極めて強力な意思決定ツールとなる。例えば、

中核であるタイヤ事業の技術開発（第 1～3 の柱に貢献）と、変革の鍵を握るソリ

ューション事業（第 4 の柱に貢献）との間で、限られた経営資源をどのように配

分すべきか。このフレームワークは、その戦略的トレードオフを、共通の価値基準

の上で議論することを可能にする。 
● 未来は第 4 の柱に 

ブリヂストンが目指す「サステナブルなソリューションカンパニー」への変革が成

功するか否かは、長期的には「将来の事業機会」の柱の価値をいかに増大させられ

るかにかかっている。現在、全体の約 12%を占めるこの柱の構成比が、将来どのよ

うに変化していくかは、同社の変革の進捗を測る上で、投資家が最も注視すべき領

域となるだろう。 



 

5.2. 競合他社および他産業への示唆 

 

● 新たな競争のベンチマーク 
ブリヂストンは、統合された知財・財務管理において、新たなベンチマークを打ち

立てた。タイヤ業界における競争は、もはや単なる製品技術の優劣だけでなく、企

業価値を管理するシステムの高度さをも問われる段階に入ったと言える。 
● 他社にとってのモデル 

算出の正確なロジックは秘匿されているものの、その背後にある「哲学」と「4 つ

の柱のフレームワーク」は、他の多くの製造業にとって模倣可能かつ非常に有益な

モデルとなり得る。自社の無形資産がもたらす多面的な価値（防御、価格プレミア

ム、コスト削減、将来性）を特定し、それを経営層や投資家に対して説得力をもっ

て説明するための、強力な思考の枠組みを提供するからである。 

 

5.3. 投資家へのインプリケーション 

 

● 標準的財務指標を超えて 
投資家は、貸借対照表や損益計算書といった伝統的な財務指標を分析するだけで

は、ブリヂストンの真の価値創造能力を見誤る可能性がある。経営陣との対話にお

いては、この「知的財産価値創造性」のスコアの変動要因や、4 つの柱の間での戦

略的な資本配分の方針について、より踏み込んだ質問を投げかけるべきである。 
● 企業価値の先行指標として 

この KPI は、同社の長期的な競争優位の持続可能性や、イノベーション能力の健

全性を示す「先行指標」として機能し得る。仮にこのスコアが低下傾向に転じた場

合、それが売上や利益といった遅行指標に現れるよりもずっと前に、戦略的な方向

性の迷いやイノベーションの停滞といった、より根深い問題の兆候を捉えることが

できるかもしれない。ブリヂストンの挑戦は、無形資産の時代における企業価値評

価の新しい地平を切り拓くものである。 
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